
令和７年度 ピアザ淡海アスベスト含有調査業務委託 仕様書 

 

 

１ 調査業務の目的 

  ピアザ淡海利活用における事業者公募に向けた鑑定、評価をより的確なものとするため、現

施設・設備のアスベストの有無について調査を行うこと。 

 

２ 調査対象建物 

  ピアザ淡海（大津市におの浜一丁目1-20）および同敷地にあるすべての建築物・工作物 

  【ピアザ淡海の概要】 

    共済宿泊施設、自治研修施設、県民交流施設、旅券発行施設と駐車場からなる複合施設 

    開業 平成１１年４月、 敷地面積 約6,049㎡ 

    鉄骨鉄筋コンクリート造、地下１階、地上１０階（塔屋２階） 

 

３ 履行期間 

  契約締結日から令和７年７月３１日 

 

４ 調査概要 

（１）書面調査（一次スクリーニング） 

   建築年次、構造、既存の設計図等により、アスベストの使用の有無について、調査を行う

こと。 

  ①吹付材 

  ②耐火被覆材、断熱材、保温材 

  ③成形板等、仕上塗材等、その他アスベストが使われている可能性のある材料 

（２）目視確認（二次スクリーニング） 

  ①現地において建物全体を目視により、アスベストを含有する建材等（含有する可能性があ

るものも含む）の使用の有無について調査すること。 

  ②アスベストが使用されている場合、および使用されている可能性がある場合は、現状での

飛散の可能性についても調査すること。 

（３）分析調査 

  ①資料及び目視調査でアスベスト含有の判定ができない場合は、分析調査を行いサンプル採

取の「部屋名、部位（複数採取の場合はサンプル数）」についてもまとめること。 

  ②アスベスト分析方法は、 日本産業規格（JIS）JIS Ａ 1481-1に基づき定性分析を行い、ア

スベストが同定された場合は、肉眼、実体顕微鏡、偏光顕微鏡による観察結果に基づきア

スベストの質量分率を 0.1-5%, 5-50%, 50-100%の 3段階で推定すること。 

  ③現地調査および試料採取では、飛散防止に留意し、該当箇所を適正に処理すること。試料

採取後の補修は、簡易補修とする。 

  ④試料採取にあたっては、施設の運営に支障を生じさせないよう担当者と調整を行うこと。

なお、試料採取は、脚立で作業が行える範囲の箇所を目安とする。（アスベスト含有の疑い

が強いものを除く。） 



  ⑤分析調査を行う対象は、施設全体でおおむね５０件と想定している。 

   別添の図面よりフロアごとの試料採取数は契約締結後に協議することとする。 

分析調査対象の増減やその他不測の事態が発生した場合は、担当者と試料採取の要否も含

めて協議し、適正に試料を採取すること。 

 

５ 調査者・分析者の要件 

（１）調査・試料採取を行う者は、建築物石綿含有建材調査者または日本アスベスト調査診断協

会に登録された者等の適正な要件を有すること。 

（２）分析調査を行う者は 、以下のいずれかの要件を有すること。 

  ア 公益社団法人 日本作業環境測定協会が実施する「石綿分析技術評価事業」により認定さ

れるＡランク若しくはＢランクの認定分析技術者又は定性分析に係る合格者 

  イ 一般社団法人 日本環境測定分析協会が実施する「アスベスト偏光顕微鏡実技研修（建材

定性分析エキスパートコース）」の修了者 

  ウ 一般社団法人 日本環境測定分析協会に登録されている「建材中のアスベスト定性分析技

能試験（技術者対象）合格者」 

  エ 一般社団法人 日本環境測定分析協会に登録されている 「アスベスト分析法委員会認定

JEMCAインストラクター」 

  オ 一般社団法人 日本繊維状物質研究協会が実施する「石綿の分析精度確保に係るクロスチ

ェック事業」により認定される「建築物及び工作物等の建材中の石綿含有の有無及び程度

を判定する分析技術」の合格者 

 

６ 一般事項 

（１）本仕様書の内容及び調査上の細部事項について疑義が生じた場合は、都度協議を行い、発

注者の指示を受けること。 

（２）本仕様書に明記しない事項であっても、法令等で規定されるものは省略してはならない。 

（３）調査に関する作業中は、不要なトラブル防止および事故防止に留意すること。 

（４）調査上知り得た内容及び関連事項については、発注者の許可なく転用してはならない。 

 

７ 調査結果の報告 

（１）提出書類 

  ①書面調査の結果報告書 

  ①試験結果報告書（調査箇所（写真、図面含む）、定性、判断根拠） 

   ※石綿含有吹付材（レベル１）、保温材等（レベル２）がある場合は、労働基準監督署に

提出した計画書(写)も添付 

  ②業務完了報告書 

  ③その他必要と認められる書類 

（２）提出部数 

   紙媒体で３部、およびデータ（授受方法は別途指定） 

 

  



（参考：施設パンフレット抜粋） 

 

 

  



（参考：施設パンフレット抜粋） 

 

 

 

 


